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EUにおける垂直的制限規制の
見直しについて
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第１章 はじめに
EU（欧州連合）においては，垂直的制限に関する一括適用免除規則（委
員会規則（EC）No２７９０／１９９９）１が２０００年から施行されたが，これが２０１０
年５月３１日に失効するため，これに代わる一括適用免除規則の草案が作成
され，２００９年７月に公表された。これは，２０１０年６月１日から施行される
予定のものである。２０００年１０月には，垂直的制限に関するガイドライン２
も公表されたが，規則を新しくするのに伴い，ガイドラインの内容も変更
されることになり，２００９年７月に新ガイドライン案が公表された３。４
一括適用免除規則とガイドラインは，EU条約１０１条の垂直的協定（verti-
cal agreement）への適用に関するものである。EU競争法の中核をなす実
体規定が１０１条と１０２条であり，そのうち１０１条１項は，複数事業者が共同
して競争を制限する行為を禁止するものである。事業者間の合意，事業者
団体の決定又は事業者による協調的行為が，加盟国間の通称に影響を及ぼ
すおそれがあり，共同市場内の競争を阻害するものは禁止される。これに
は，（a）販売価格，購入価格又はその他の取引条件を拘束すること，（b）
生産，販路，技術開発又は投資を制限すること，（c）市場や供給源を分割
することなどが含まれる。１０１条１項の要件を満たす場合でも，一定の条
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件を満たす場合は，１項の適用が免除される。これを定めるのが１０１条３
項である。競争を制限する行為であっても，商品の生産や流通の改善，又
は技術の発展や経済の発展に寄与するもので，これによって生ずる利益を
消費者に公正に配分するものは，１項の適用を免除される。
１０１条３項に基づき１項の適用を免除する権限は，EUの競争総局と裁
判所の他に，各加盟国の競争当局と裁判所が有しているが，一括適用免除
規則に定められた垂直的制限については，これらの機関の判断を待たずに，
適用が免除される。
なお，一括適用免除規則案とガイドライン案では，EC条約81条と記述
されている。これは，リスボン条約が発効する前に公表されたためであ
り，８１条は，リスボン条約により条文の番号が１０１条に変更された。そこ
で，本稿では，草案に合わせて８１条と表記する。
垂直的制限規制のルールは，２０００年に大きく変わっている。２０００年以前
の一括適用免除規則は，合意（agreement）の形式を基準として８１条１項
の適用を免除するか否かを判断するものであった。そのため，規模の大き
な事業者によって行われるなど，競争制限効果があるものが８１条３項によ
る適用免除を受けたり，反対に，市場占有率が非常に小さい事業者によっ
てなされるものなど，競争制限効果が認められないものが一括適用免除の
対象から外れたりする場合があることが指摘され，改善が望まれていた。
勿論，一括適用免除規則で規定されない垂直的制限が全て８１条３項によ
る適用免除を受けられなくなるわけではない。個別の適用免除を受けられ
る場合もある。しかし，実際には，企業は，一括適用免除の対象とならな
い垂直的制限の採用を敬遠する傾向がある。一括適用免除の対象とならな
い垂直的制限は，競争制限効果がないものでも，企業に利用されなくなる
おそれがあった。
この問題を解決するために，競争への影響をより大きく反映させた判断
枠組みへの転換が図られ，一括適用免除規則の改正がなされた。これが，
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規則（EC）No２７９０／１９９９である。これに合わせて，採用しようとする垂
直的制限が８１条１項に違反するか否か事業者が判断することを助けるため
に，ガイドラインが作成された。
この２０００年に作られたルールの見直しに当たって，委員会は，この垂直
的制限規制のルールは十分に機能しており，基本的な部分は変更する必要
がないと考えた。ただ，１０年間の経済の変化として，考慮すべきものが二
つあり，これらの点を考慮に入れて一括適用免除規則案とガイドライン案
が作成された。第一点は，買い手である小売業者の発展である。小売業者
の大規模化により，製造業者などに対して，相対的に小売業者の力が強く
なっていることである。第二点は，インターネットを利用した取引の増加
である５。
本稿では，規則（EC）No２７９０／１９９９と２０００年のガイドラインによるル
ールと，規則案とガイドライン案によるルールを比較検討し，草案に対し
て出された業界等からの意見について若干の整理を行うものである。
本年４月２０日に，６月１日から施行される新しい一括適用免除規則（委
員会規則（EU）No３３０／２０１０）６と，新しい垂直的制限ガイドライン７が公
表された。規則案及びガイドライン案と比較すると，少なからぬ部分に修
正がなされているが，本稿は，これらの検討には踏み込まない。
第２章 一括適用免除規則案
第１節 規則（EC）No２７９０／１９９９の概要
一括適用免除規則（EC）No２７９０／１９９９と２００９年の規則案を比較すると，
内容が変更された条文と，文言はそのままで番号のみが変わった条文とが
ある。比較に入る前に，規則の概要を見ておきたい。
規則（EC）No２７９０／１９９９は，次のような構成になっている。第１条で
は，当該規則で用いられる文言の定義がなされている。第２条では，当該
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規則に規定される垂直的協定は，EC条約８１条３項に基づいて，同条１項
の適用を免除される旨が規定されている。規則第３条では，供給者の市場
占有率が３０％を超えない場合に適用免除が受けられる旨が規定されている。
第４条では，当該規則による適用免除が受けられないハードコア制限
（hardcore restrictions）が列挙されている。販売価格を拘束するものや，
販売地域や顧客を制限するものなどが，ハードコア制限に当たる垂直的協
定とされている。その他，第５条から１３条まで，諸々の規定がなされてい
る。以下で，一括適用免除規則案で内容の変更があった主なものについて
述べる。
第２節 市場占有率基準
変更されたものの第一は，第３条である。ここが一番大きく変わった部
分である。規則（EC）No２７９０／１９９９では，垂直的協定の当事者である供
給者の市場占有率が３０％を超えない場合，その垂直的協定は一括適用免除
の対象となると規定されていた。これが規則案では，供給者のみならず買
い手の市場占有率も基準とされるようになり，ともに市場占有率が３０％を
超えない場合に一括適用免除が受けられるとなっている。３条の文言には，
supplierも buyerも入っておらず，market share held by each of the under-
takings party to the agreement（合意の各当事者の市場占有率）となって
いるが，ガイドライン案の規則３条に関する説明部分では，market share
of both the supplier and the buyerと記述されている８。９
ガイドライン案によると，供給者の市場占有率は，「供給者が契約対象
商品又役務を販売する市場」について計算する。買い手の市場占有率を計
算する場合，二つの市場がありうる。一つは，「買い手が契約対象商品又
は役務を再販売する市場」であり，もう一つは，「買い手が契約対象商品
又役務を利用して（with the help of）生産した製品を販売する市場」であ
る。買い手は，このいずれかの市場において市場占有率が３０％を超えるか
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否かが判断されることになる１０。
この変更は，小売業者の力が強くなっていることを斟酌したものである。
供給者の市場占有率が小さくても，買い手の市場占有率が大きい場合，こ
れら事業者によってなされる垂直的協定は，競争制限効果を有するおそれ
がある。しかし，買い手の市場占有率をも基準に含めたことについて，後
述するように，企業からは否定的な意見が出されている。
第３節 規則２条４項（a）の削除
変更点の第二は，第２条にある。規則（EC）No２７９０／１９９９の２条４項
には，垂直的協定が競争関係にある事業者間でなされた場合は，一括適用
免除の対象とならないことが規定され，しかし，例外として一定の条件を
満たす場合は，一括適用免除の対象となることが定められている。
その以外として，（a）買い手の年間総売上高が１億ユーロを超えない場
合，（b）供給者は商品の製造業者で且つ流通業者であるが，買い手は流
通業者であり製造業段階では競合する事業者でない場合，（c）供給者は，
複数取引段階で役務の提供者であり，買い手は，小売段階で商品又は役務
を提供しており且つ契約対象役務を購入する取引段階において競合する役
務を提供していない場合，の三つが規定されている。
規則案では，これらのうち（a）が削除された。これについては，後述
するように，一部の事業者から，この条項を復活させるよう要請がなされ
ている。
第４節 規則４条（b）の文言変更
変更点の第三は，第４条にある。同条は，ハードコア制限に該当する垂
直的協定は一括適用免除の対象とならないことを規定しており，ハードコ
ア制限に当たるものを五つ列挙している。簡略に述べると，（a）再販売価
格維持，（b）地域制限と顧客割当，（c）末端ユーザーへの能動的販売又
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は受動的販売を制限する選択的流通制度，（d）選択的流通制度内での流
通業者による相互供給の制限，及び（e）交換部品の供給者が，これを組
み込んで使用する買い手に対し，一定の修理業者等への交換部品の販売を
制限することである。
これらのうち（b）には，地域制限や顧客割当であっても，ハードコア
制限に当たらないものが四つ規定されている。そのうちの三番目の条項に
ある文言の一部が，規則案で変更された。規則（EC）No２７９０／１９９９では，
the restriction of sales to unauthorised distributors by members of a selec-
tive distribution system（選択的流通制度の構成員による非公認流通業者
への販売を制限すること）となっていたが，規則案では，the restriction of
sales by the members of a selective distribution system to unauthorised
distributors in markets where such a system is operated（選択的流通制度
の構成員による，同制度が運用されている市場にいる非公認流通業者への
販売を制限すること）となった。
一見すると，表現が多少変わったものの，内容はそれほど大きく変わっ
ていないように見えるが，後述するように，事業者などからこの変更に反
対する意見が幾つも出されている。
第３章 ガイドライン案
第１節 ガイドライン案の構成
垂直的制限のガイドライン案は，次のような構成になっている。基本的
な構成は２０００年のガイドラインと変わっていないが，内容が変更された部
分や新たに付け加えられた部分がある。
I．はじめに
１．ガイドラインの目的
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２．垂直的協定への８１条の適用可能性
II．一般に８１条１項違反とならない垂直的協定
１．重要度の低い合意と SMEs
２．代理店契約（agency agreements）
（i）代理店契約の定義
（ii）代理店契約への８１条１項の適用
３．下請契約
III．一括適用免除規則の適用
１．一括適用免除規則により設けられた安全地帯
２．一括適用免除規則の適用範囲
（i）垂直的協定の定義
（ii）競争者間の垂直的協定
（iii）小売業者の団体
（iv）知的財産権に関する条項を伴う垂直的協定
（v）他の一括適用免除規則との関係
３．一括適用免除規則におけるハードコア制限
４．一括適用免除規則から排除される制限
５．分離可能性（severability）
６．同一の流通システムで流通する複数製品
IV．一括適用免除の撤回と一括適用免除規則の不適用（disapplication）
１．撤回の手続
２．一括適用免除規則の不適用
V．市場画定と市場占有率計算の問題
１．関連市場の画定に関する委員会告示
２．一括適用免除規則における市場占有率３０％基準を計算するための関連市場
３．一括適用免除規則における市場占有率の計算
VI．個別事件における執行方針
１．分析の枠組み
１．１．垂直的制限の負の効果（negative effect）
１．２．垂直的制限の正の効果（positive effect）
１．３．分析の方法論
１．３．１．８１条１項における評価のための考慮要素
１．３．２．８１条３項における評価のための考慮要素
２．個別の垂直的制限の分析
２．１．単一ブランド化（single branding）
２．２．排他的流通
２．３．排他的顧客割当
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２．４．選択的流通
２．５．フランチャイズ
２．６．排他的供給
２．７．先払い利用料（upfront access payments）
２．８．カテゴリーマネージメント契約（category management agreements）
２．９．抱き合わせ
２．１０．再販売価格の制限
２．１１．その他の垂直的制限
以下では，２０００年のガイドラインと比較してガイドライン案どのように
異なるのか，主な変更点について見ることにする。
第２節 競争と経済学に関する表現
ガイドライン案「I．はじめに」の部分は，基本的に２０００年ガイドライ
ンと同じであるが，次の２点に注目したい。
第一は，競争を表す表現である。２０００年のガイドラインでは，「ほとん
どの垂直的制限においては，競争上の問題が生じるのはブランド間競争
（inter-brand competition）が不十分な場合」であると述べられている１１。
これに対して，草案では，「ブランド間競争」の部分が単に「競争（compe-
tition）」と記述されていることである１２。これは，委員会が，競争には多
様な側面があることを認識するようになったということであろうか。
第二は，経済学との関係である。EC条約８１条の目的を書いた部分
で，２０００年のガイドラインでは，「競争を保護することが，EC競争政策
の主要な目的である」として，「これにより，消費者厚生を高め，資源の
効率的配分を生み出す」と書かれている。更に，市場への影響に基づいて
判断を行うこと，経済学的な接近方法（economic approach）を採用する
ことが宣言されている１３。これは，ミクロ経済学，特に新古典派の経済学
の研究成果を参照することを明確に示した部分である。これに対して，ガ
イドライン案では，競争の制限は消費者に損害を与えるという趣旨のこと
34
が書かれているだけである。文章も短く終わっている１４。更に，２０００年の
ガイドラインでは，「VI．個別事件における執行方針」の部分に，「個別事
件の違法性判断においては，委員会は，経済学的接近方法を採用する」と
いう文章が入っているが１５，２００９年案では削除されている。
これらは，何を意味するのであろうか。委員会の経済学との距離の取り
方に変化があったのであろうか。ガイドライン案を見ると，経済学の知見
を取り入れた記述は２０００年のガイドラインと同様に多数存在するので，経
済学から距離を置くようになったわけではなさそうである。ガイドライン
の作成から１０年がたって，経済学的接近方法をとることが周知され，取り
立てて書く必要がなくなったと判断したとも考えられるが，違う見方も可
能である。ここ十年間に，経済学の分野では，ゲーム理論の発展があり，
ほかにも行動経済学や複雑系の経済学など新たな研究分野が生まれている。
この事実を踏まえて，新古典派以外の多様な経済学の考え方を取り入れて
ゆく委員会の姿勢を意味していると理解することもできるのではなかろう
か。
第３節 代理店契約
代理店契約（agency agreements）に関する記述は，２０００年のガイドラ
インと草案は，ほとんど同じであるが，一部異なる部分がある。
ガイドライン案では，代理店契約と認められるための条件を記述した部
分に，次のように記述されている。一つの条件は，商品の所有権が代理人
に帰属しないこと，又は代理店自身が，契約対象の役務を提供しないこと
である。更に，次の条件を満たすものとして，八つの条件が列挙されてい
る。即ち，商品，役務の供給又は購入に関連する費用を代理店が負担し
ない，商品の在庫維持のための費用やリスクを負っていない，販売さ
れた商品の第三者への損害賠償の責任を請け負っていない，顧客が契約
を履行しない場合の責任を負っていない，販売促進への投資義務を負っ
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ていない，機器，不動産，又は人員の訓練にかかる市場特殊的投資をし
ていない，アフターサービス等を提供しない，他の市場で営業してい
ない，である１６。
このうち，からまでは，２０００年のガイドラインにあったもので，
とが新たに付け加えられたものである。は，本人が提供することを要
求したアフターサービス，修理サービス又は保証サービスを代理人が行っ
ていないことである。但し，これらサービスの提供に必要な費用を本人が
すべて負担している場合と，これらのサービスが，「本人のために契約対
象商品役務を販売又は購入するのに不可欠なものである場合は」，そのよ
うなサービスの提供をさせていても，代理店契約であることを否定されな
いと記されている。
第４節 下請契約
下請契約は，ガイドライン案 IIの３にあるが，これは，２０００年のガイ
ドラインにはなかったものである。記述の量は多くない。
下請契約については，いわゆる下請契約告示がある１７。この告示による
と，下請業者が特定契約者のために排他的に特定製品の製造を請け負う下
請契約は，当該契約者が下請業者に提供した技術や機器が，下請業者が製
品を製造するのに必要な場合，一般に，８１条１項違反とならない。しかし，
ガイドライン案では，そのような場合であっても，「下請業者に他の制限
行為が加わると８１条が適用されることがある」と記述されている。「他の
制限とは，例えば，独自の研究をしない義務や，第三者のために開発や製
造をしない義務である。」１８
第５節 垂直的協定の定義
ガイドライン案の「III．一括適用免除規則の適用」に，垂直的協定の
定義について記述した部分がある。一括適用免除規則案２条１項では，垂
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直的協定は，「製造又は流通の異なる取引段階で事業を行う複数の事業者
の間でなされる合意又は協調行為」であり，「当事者が特定の商品又は役
務を購入，販売又は再販売する条件に関するもの」であると定義されてい
る。
ガイドライン案は，この定義には，四つの主たる要素が含まれていると
する。２０００年のガイドラインでは，この要素は，複数の事業者によるもの
であること，異なる取引段階の事業者によるものであること，及び商品役
務の購入，販売又は再販売の条件に関するものであることの三つとされて
いた。ガイドライン案では，これに合意又は協調行為であることが加わっ
ている。
追加された四つ目の要素について，協調行為と一方的行為の区別，及び
合意の認定に関する説明がなされている１９。
ガイドライン案は，まず，一括適用免除規則は，合意や協調的行動に適
用されるのであり，一方的行為には適用されないと述べる。一方的行為は
EC条約８２条で規制されるものである。続けて，合意の認定には，当事者
が，市場において特定の方法で行動することの結合した意思（joint inten-
tion）を表示していれば十分であるとする。
問題は，「明示的な意思の合致がない場合」である。このような場合，「委
員会は，一方当事者が一方的に示した方針（policy）が，他方当事者によ
り承諾（acquiescence）されていることを立証しなければならないであろ
う」とする。この承諾を立証する方法は二つあるという。
一つは，「前もってなされた一般的な合意（general agreement）におい
て当事者が与えられた力から推定する」ことである。前もってなされた合
意において，他方当事者が自身を拘束する特定の一方的方針を採用するこ
とが規定されていたり，当事者にこれを採用する権限を与えていたりした
場合，他方当事者が当該方針を承諾したことを立証することができるとす
る。
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二つめは，「そのような明確な承諾（explicit acquiescence）がない場合，
委員会が，暗黙の承諾（tacit acquiescence）の存在を示すこと」である。
そのためには，「第一に，一方当事者が他方当事者に，明示的に又は黙示
的に，一方的方針の実行について協力を要請したことを立証し，次に，他
方当事者が，その要請に従い，一方的方針を実行していることを立証する
必要がある。」その例として，「供給者が，並行取引を防止するために一方
的な供給削減を行うことを公表し，流通業者が，直ちに，並行取引におけ
る発注を減らしたり，取引を中止する」場合を挙げる。このような場合，
これら流通業者は，供給者の一方的な方針を黙示的に承諾したことになる
とする。
その他に，ガイドライン案は，一方的方針を課すための抑圧の水準から
黙示的な同意を推定することができるとする。
委員会が合意に当たる行為の範囲を広くとることを，改めて明らかにし
たものである。
第６節 正の効果
ガイドライン案は，２０００年のガイドラインよりも，垂直的制限の正の効
果（競争促進効果）を積極的に評価しているように思われる。このことは，
以下の三つの部分から読み取れる。
第一に，「III．一括適用免除規則の適用」の「３．一括適用免除規則に
おけるハードコア制限」の中にある記述である。ガイドライン案の段落４７
は，２０００年のガイドラインの該当段落よりも，８１条３項の適用に積極的な
書き方になっているように見える。
ガイドライン案は，段落４７で，ハードコア制限を含む垂直的協定は，８１
条１項に違反し，８１条３項の要件を満たさないと推定されるので，一括適
用免除の対象とはならないが，常に８１条１項違反となるわけではなく，個
別の事例では，８１条３項に基づく効率性の抗弁により違法推定を覆すこと
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ができる場合がある，という説明を加えている。これは，２０００年のガイド
ラインにはないものである２０。
第二は，同じ「３．一括適用免除規則におけるハードコア制限」の段落５６
である。これは，ガイドライン案で新たに入った段落である。ここでは，
垂直的制限の競争促進効果を積極的に認める記述がなされている。
ガイドライン案では，次のような実態が存在することが認識されている。
即ち，新しいブランドの製品を最初に販売する流通業者や，既存製品を新
しい市場で最初に販売する流通業者は，一定程度の投資をすることが必要
になる。そのような支出は，多くの場合埋没費用となるので，そのような
状況では，流通業者に製品を販売してもらうためには，一定期間，割当地
域への受動的販売（及び能動的販売）や，他の流通業者による顧客集団へ
の受動的販売から保護することが必要になることが多々ある。
その上で，流通業者による一定程度の投資が必要な場合，他の流通業者
が割当地域や顧客集団への受動的販売を制限することは，一般に，最初の
２年間は８１条１項に違反しないと述べている。
第三は，再販売価格維持に関する記述である。これについては，第８節
で概要を紹介する。
上記の三点に加えて，以下の二つも，垂直的制限の競争への影響に関す
る委員会の認識の変化を暗示するものと見ることが可能ではなかろうか。
一つは，「VI．個別事件における執行方針」の「１．２．垂直的制限の正の
効果」で，正の効果が一つ追加されていることである。
「１．２．」では，垂直的制限の利用を正当化しうる理由として，九つ列挙
され，各々について説明が加えられている２１。その九つとは，（１）ただ乗
り問題を解決すること，（２）新市場に参入すること，又は新市場を開拓
すること，（３）保証ただ乗り問題（certification free-rider issue）を解決
すること，（４）いわゆるホールドアップ問題を解決すること，（５）相当
程度のノウハウの移転をする場合に生じるホールドアップ問題を解決する
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こと，（６）垂直的外部性により生じる問題を解決すること，（７）流通に
おける規模の経済性を利用すること，（８）資本市場の不完全性により生
じる問題を回避すること，（９）ブランドイメージを確立するために統一
性を保持し品質の標準化を行うこと，である。これらのうち，（６）がガ
イドライン案で新たに追加されたものである。
もう一つは，「VI．個別事件における執行方針」の「１．１．垂直的制限の
負の効果」における記述である。ガイドライン案では，２０００年のガイドラ
インに比べると，垂直的制限の負の効果に関する記述が半分程度に減って
いる。また，章の構成には次のような違いがある。２０００年のガイドライン
でもガイドライン案でも，垂直的制限の負の効果として，次の四つを挙げ
ている。即ち，参入障壁を高める，供給者間の競争の緩和又は協調の
促進，買い手間の競争の緩和又協調の促進，及び市場統合に対する障
壁の形成である。これに加えて，２０００年のガイドラインでは，垂直的制限
を四つのグループ（単一ブランドかグループ，制限的流通グループ，再販
売価格維持グループ，市場分割グループ）に分けて，各分類毎に負の効果
を詳しく解説している。ガイドライン案では，この部分が削除されている。
第７節 インターネットによる販売
インターネットによる販売の制限に関する記述は，２０００年のガイドライ
ンにもあったが，ガイドライン案では，より詳細に説明されている。イン
ターネット販売の制限について詳細な記述があるのは，地域制限と顧客割
当，及び選択的流通が，ハードコア制限に該当するか否かの判断基準を説
明した部分である。
まず，地域制限と顧客割当について見る。両者は，各流通業者が製品を
販売する顧客集団を限定し，同一の顧客に複数の流通業者が販売しないよ
うにする点では，同様のものである。両者の違いは，顧客集団を分割する
基準を，地理的なものにするかそれ以外のものにするかの違いである。地
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域制限と顧客割当は，一括適用免除規則案４条（b）に規定されている。
これによると，地域制限と顧客割当は，原則としてハードコア制限に該当
するが，例外としてハードコア制限に当たらないものが四つある。
第一は，排他的地域又は排他的顧客集団への能動的販売を制限し，且つ
買い手の顧客による販売を制限していないこと。第二は，卸売段階で営業
する買い手による末端ユーザーへの販売を制限すること。第三は，既述の
とおり，選択的流通制度の構成員による，同制度が運用されている市場に
いる非公認流通業者への販売を制限すること。第四は，組み込みを目的と
して供給された交換部品を，供給者が製造する商品と同型の商品を製造す
るために当該交換部品を使用する顧客に，買い手が販売することを制限す
ることである。
これらのうち，インターネット販売の制限が問題になるのは，第一の例
外である。ここでは，供給者が買い手による能動的販売を制限することは
許容されるが，受動的販売を制限するとハードコア制限になる。そこで，
供給者が，買い手が仕入れた製品をインターネットで販売することを制限
することは，能動的販売の制限に当たるのか受動的販売の制限に当たるの
かが問題となる。
基本的な考え方は，２０００年のガイドラインもガイドライン案も同じであ
る。まず，すべての流通業者は，製品の宣伝や販売のためにインターネッ
トを自由に利用すべきことを基本としている。その上で，一般には，イン
ターネットを利用した販売は，垂直的協定により割り当てられた販売地域
や顧客集団への能動的販売には該当しないとする。顧客が流通業者のウェ
ブサイトを訪れ，流通業者と接触し，これが販売に結びついた場合，通常
は，受動的販売に当たることになる。従って，インターネットによる販売
を制限すると，原則としてハードコア制限に該当する２２。
ガイドライン案では，インターネット販売の制限が受動的販売の制限に
当たり，ハードコア制限となる具体例を四つ挙げ，予測可能性を高めてい
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る。それは以下のようなものである２３。
 流通業者に，他の割当地域からウェブサイトに顧客が接続できない
ように要求すること，又は顧客を自動的に製造業者や他の流通業者の
ウェブサイトに接続させる仕組みをウェブサイトに設けるよう要求す
ること。
 流通業者に，クレジットカードのデータから消費者の住所が流通業
者の割当地域外にあることがわかった場合に，インターネット上での
当該消費者との取引を取りやめるよう要求すること。
 流通業者に，この業者の総販売量に占めるインターネットでの販売
の割合を一定以下にするよう要求すること。
 流通業者に，インターネットで販売する製品の価格の方を高くする
よう要求すること。
インターネット販売が能動的販売に当たるのは，特定の顧客を対象に販
売がなされた場合である。ガイドライン案では，例として，特定の顧客に
対してのみオンラインでの広告がなされた場合が挙げられている２４。２０００
年のガイドラインでは，要求されていない Eメールを，個々の顧客又は
特定顧客集団に送ることが，能動的販売に当たると書かれているが２５，ガ
イドライン案では，この文章は削除されている。
規則案４条（b）の他の三つの例外については，受動的販売の制限と能
動的販売の制限の両方が認められているので，上記のような問題は起こら
ない。
インターネット販売の制限には厳しい姿勢で望む一方で，ガイドライン
案は，供給者が買い手によるインターネット販売に質的基準を設けること
には，寛容な姿勢を示している。ガイドライン案では，まず，供給者は，
商品を販売するためのインターネット・サイトの利用に，質的基準を満た
すよう要求することができるとする。買い手にこのような制限を課しても，
一括適用免除の対象から外さないということである。インターネット販売
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に質的な基準を要求することは，「供給者が，店舗や販売促進活動に質的
基準を満たすよう要求するのと同様のもの」と考えるのである。これは，
選択的流通と関係が深いものである２６。
次に，選択的流通とインターネット販売の関係について見る。一括適用
免除規則案４条（c）は，選択的流通制度の構成員である小売業者による
末端ユーザーへの能動的販売又は受動的販売を制限することは，ハードコ
ア制限に該当すると規定する２７。従って，インターネット販売が能動的販
売に当たるか受動的販売に当たるかは問題ではなく，インターネット販売
を制限するとハードコア制限となる。しかし，選択的流通であるので，公
認ディーラーに対して，店舗での販売について課す基準と同等の基準をオ
ンライン販売に設けることは許容される。これは，オンライン販売に課さ
れる基準が店舗での販売と同じものでなければならないことを意味するも
のではないが，オンライン販売の基準は，店舗販売の基準と同一の目的を
有するもので，同等の結果を達成するものでなければならない。基準が違
う場合は，その違いを，これら二つの流通方式の性質の違いに基づいて正
当化できなければならない。２８
また，一括適用免除において，供給者は，オンラインでの流通を行う前
に，流通業者に，実際の店舗やショールームを持つことを要求することが
できる。また，EC条約８１条３項の適用について，効率性の抗弁を行うこ
とができない場合でも，「個別の事例においては，インターネットによる
販売の完全な禁止が客観的に必要で，８１条１項に違反しない場合がありう
る」。これは，例えば，ある製品のインターネットでの販売が，安全や健
康上の理由から公的に禁止されている場合である２９。
第８節 再販売価格維持
ガイドライン案は，２０００年のガイドラインよりも，再販の競争促進効果
を認めることに，積極的であるように思われる。これは，第６節で触れた
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ように，ガイドライン案が垂直的制限の競争促進効果についてより積極的
な姿勢を示していることと関連していよう。
「VI．個別事件における執行方針」の「２．個別の垂直的制限の分析」に
おいて，２０００年のガイドラインでは，再販については，「２．８．最高再販売
価格と推奨再販売価格」という項目が設けられており，最低再販は扱われ
ていなかった。それが，ガイドライン案では，「２．１０．再販売価格の制限」
となり，最低再販も含めた記述がなされている。
再販がハードコア制限であることには変わりはない。一括適用免除の対
象とはならないが，個々には，８１条３項による適用免除を受けられる場合
がある旨が，あえて記述されている３０。再販の反競争的効果についても，
解説がなされているが，競争促進効果についても説明がなされている。
ガイドライン案には，再販により生じうる効率性が三つ書かれている３１。
第一は，流通業者の販促活動を促すことである。製造業者が新しいブラン
ドを立ち上げたり，新しい市場に参入する場合に，再販が，流通業者に，
製品の需要を開拓するという製造業者の利益をより多く考慮するよう促す
ことができる。流通業者の販促活動により製品の需要が拡大し，他の事業
者の参入が促されれば，消費者の利益にもなるとする。
効率性の第二は，フランチャイズにおけるキャンペインに関するもので
ある。「フランチャイズ・システムや類似の流通システムにおいて，統一
的な短期間の低価格キャンペインを行うために必要となることがある」。
委員会は，このようなキャンペインのための再販は，短期間（多くの場合
２から６週間）においては，負の効果は認められないであろうと述べてい
る。
第三は，おとり廉売に関するものである。再販は，大規模流通業者が，
特定ブランド製品を，おとり商品として使うことを防ぐのに役立つことが
あるとする。おとり廉売は，製品の価格が下がるので，短期的には消費者
の利益になるが，おとり廉売の結果，廉売対象商品を他の小売業者が取り
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扱わなくなれば，ブランド間競争が弱まり，消費者に不利益をもたらすと
いうのである。
第９節 先払い利用料
ガイドライン案では，「VI．個別事件における執行方針」の「２．個別の
垂直的制限の分析」に，新たに二つの項目が付け加えられた。その一つが，
「２．７．先払い利用料（upfront access payments）」である３２。
先払い利用料は，垂直的関係にある事業者間で，供給者が流通業者のネ
ットワークに接続し，小売業者によって供給者に提供されるサービスに報
酬を支払うために，契約期間の最初に，供給者が流通業者に支払う固定的
な報酬である。これに当たるものとして，例えば，特別陳列料（slotting al-
lowance），陳列延長料（pay-to-stay fee），流通業者の販売促進キャンペイ
ンを利用するための料金がある。供給者と買い手のそれぞれの下流市場に
おける占有率が３０％を超えない場合は，一括適用免除となるが，３０％を超
える場合は，個々に違法性が判断される。
ガイドライン案では，反競争的効果として，排除効果が指摘されている。
一つは，先払い利用料が，「供給者を，ただ一つの又は限られた数の流通
業者を通して製品を流通させるよう誘引する場合」である。この場合，他
の流通業者を市場から排除する効果が生じることがある。もう一つは，先
払い利用料が広く利用され，小規模事業者の参入に対する障壁を高める場
合である。他の供給者を排除する効果を生じさせることがある。
先払い利用料のもう一つの反競争的効果として指摘されているのは，流
通業者間の協調を促すことである。供給者が，先払い利用料の分を価格に
転嫁すると，流通業者への売り渡し価格はその分だけ高くなる。「供給価
格が高くなると，下流市場で価格で競争しようとする小売業者の意欲が減
退する」おそれがあるという。また，先払い利用料によって流通業者の利
益は増えるので，流通段階の市場集中度が高い場合，先払い利用料が複数
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の流通業者によって並列的に行われると，流通業者が協調的な行動をする
ようになる可能性があるという。
このような反競争的効果が生じる可能性を指摘する一方で，ガイドライ
ン案は，「先払い利用料の使用は，多くの場合，新製品のための棚空間の
効率的な利用に寄与する」と述べる。効率性の説明は次のようなものであ
る。「流通業者は，多くの場合，市場に投入される新製品の成功の可能性
について，供給者よりも少ない情報しか持っていない。その結果，在庫と
して保有される製品の量は，最適量からずれる（sub-optimal）ことがあり
うる。先払い利用料は，目に見える形で棚空間をめぐって供給者を競争さ
せることにより，供給者と流通業者の間のこの情報の非対称性を小さくす
るために用いることができる。供給者は，製品の売り込みに失敗する可能
性が小さいと予想する場合，通常，先払い利用料の支払いに合意するであ
ろうから，流通業者は，どの製品が最も成功しそうかに関する情報（sig-
nal）を受け取ることができるであろう。」
更に，もう一つの効率性を指摘する。情報の非対称性が存在するために，
供給者は，最適ではない数量の製品を販売する流通業者の販促活動にただ
乗りする誘因を持つことがあるという。製品の販売が成功しない場合，流
通業者は，製品の失敗の費用の一部を負担するであろう。先払い利用料は，
製品の失敗の危険を供給者に移転し，最適な数量の製品を仕入れることを
可能にすることにより，このようなただ乗りを防ぐことができることがあ
るというのである。
第１０節 カテゴリーマネジメント契約
ガイドライン案で「VI．個別事件における執行方針」の「２．個別の垂
直的制限の分析」に新たに付け加えられたもう一つの項目が，「２．８．カテ
ゴリーマネジメント契約（category management agreements）」である。
ガイドライン案によると，カテゴリーマネジメント契約とは，流通業者が，
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あるカテゴリーの製品のマーケティングを特定供給者（カテゴリー・キャ
プテン）に委ねるものである３３。しかし，本来，カテゴリーマネージメン
トは，小売業者主導のものである。商品を，単品毎に管理するのではなく，
一定のカテゴリーに括って，カテゴリー毎に販売戦略を立て，利益を高め
る手法である。その発展の過程で，供給者の関与の必要性が認識されるよ
うになり，供給者との協働作業という形をとるのが通常となった３４。ただ，
現実には，供給者に頼りすぎる傾向があるという３５。
ガイドライン案では，カテゴリーマネジメント契約により生じうる反競
争的効果として，三つ指摘されている。第一に，供給者間の競争を歪め，
ついには他の供給者の反競争的排除をもたらすことである。特に，カテゴ
リー・キャプテンが，流通業者のマーケティングに関する判断への影響力
を行使して，競合する供給者の製品を取り扱わないようにさせたりするこ
とができる場合は，排除効果をもたらすとする３６。
第二は，流通業者間の協調を促進することである。これは，市場のすべ
ての又はほとんどの流通業者のカテゴリーキャプテンとなっている供給者
が，流通業者に，彼らのマーケティング判断の参考となる共通事項を提供
する場合である３７。
第三は，「小売業者を通して，取り扱いに慎重を要する市場の情報を交
換する機会を増やすことにより，供給者間の協調を促進すること」である。
そのような情報には，例えば，将来の価格設定，販促計画や宣伝活動に関
する情報が含まれる。「更に，流通業者がプライベイト・ブランドを販売
している場合，カテゴリーキャプテンと流通業者の意思疎通は，特に，流
通業者のブランドの価格設定を通して，彼らの間の協調をもたらす。」３８
ガイドライン案では，カテゴリーマネージメント契約が効率性を生み出
す場合があることも示されている。一つは，流通業者が規模の経済性を達
成することを可能にすることである。これは，最適な量の製品を商品棚に
適切な時期に陳列することによってなされる。カテゴリーマネージメント
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契約は，また，供給者が規模の経済性を達成することを可能にする。これ
は，需要予測を改善し，それに合った販売促進活動を用意することを可能
にすることによってなされる。カテゴリーマネージメントによる販売が需
要に合致する場合，顧客満足度を高めることになるとする３９。
第４章 業界等の反応
第１節 概要
欧州委員会の競争総局は，２００９年７月２８日から９月２８日まで，一括適用
免除規則案及びガイドライン案に関する意見の公募を行った。これに対し
て，企業，業界団体，法曹の組織，研究者等から多数の意見書が提出され
た。意見書は，数十ページに及ぶものから１ページのみのものまで多様で
あり，書かれている内容も，多様な分野にわたっている。本章では，これ
らを網羅することはできないが，競争総局に提出された意見書の一部を紹
介することとする４０。
第２節 買い手の市場占有率基準への批判
一括適用免除規則案３条には，一括適用免除の条件として，従来の供給
者の市場占有率が３０％を超えるものという条件に加えて，買い手の市場占
有率が３０％を超えるものという条件が加えられた。これについて，否定的
な意見が多く出されてている。
批判の一つは，このような基準を設けることの意味に関するものである。
買い手の市場占有率が条件とされたのは，垂直的協定における買い手であ
る小売業者の経済的な力が強いことにより反競争的効果が生じる事例を，
一括適用免除の対象から外すためである。しかし，オランダ競争当局は，
委員会のどのような経験からより厳格な政策が正当化されるのか，今ひと
つ不明確であると述べている４１。規則案もガイドライン案も，この基準を
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導入することを納得させる事例を示していないとして，この基準の必要性
を確認するために，どのような調査を行ったのか，疑問を呈する向きもあ
る４２。また，国際商業会議所は，買い手の市場支配力から生ずる反競争的
効果は，他の方法でも解決できると述べている。その例として，委員会が，
取り消しの手続によって，一括適用免除の適用を取り消す方法を挙げる。
更に，現行の一括適用免除規則の下でも，買い手の市場における地位は，
大きな問題を起こしていないという認識を示している４３。
批判の第二として，事業者等が主張するところは，実際問題として，供
給者が買い手の市場占有率を計算することには大きな困難が伴い，費用等
の点で事業者が重い負担を負うことになるというものである。
まず，供給者は，多数の買い手と取引するので，買い手毎に市場占有率
を計算することは大変な作業となる。パナソニック・ヨーロッパの例を見
ると次のようになる。「パナソニックは，ヨーロッパ中で，排他的流通業
者，卸売業者，公認ディーラー，小売業者等と数千の関係を有している。
これらの関係の一つ一つについて，顧客が事業を行う地理的市場は，欧州
全体か，１国か，１地域か，１地方か，議論の余地がある。」４４垂直的協定
の下で多数の商品が売買される場合，商品毎に買い手の市場占有率を計算
しなければならいことも考えられる。そのような状況において，一部の商
品のみで少数の買い手の市場占有率が30％を超える場合はどのように扱わ
れるのかも問題となる４５。フランチャイズ・システムにおいても，フラン
チャイザーが各フランチャイジーの市場占有率の計算に必要な情報を集め
ることは難しいという４６。
時間の問題もある。市場占有率は，時間の経過とともに変動することが
ある。一括適用免除規則の保護を受け続けるために，供給者が，継続的に，
買い手の市場占有率を監視しなければならないとすると，これも供給者に
とっては，大きな負担となる。パナソニック・ヨーロッパは，このような
監視はほとんど不可能であると述べている。また，買い手が，供給者に，
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市場占有率の監視に必要となる競争上微妙な情報を提供しようとしないこ
とが予想できる。特に，供給者が，下流の再販売市場でも事業を行ってお
り，直接買い手と競争している場合は，そのような事態が強く予想される４７。
更に，供給者が下流で活動している場合，買い手である流通業者の市場占
有率に関する情報を当該買い手と遣り取りすることは，反競争的であると
する指摘もある４８。
欧州委員会と国内競争当局では，小売分野と卸売分野における地理的市
場の画定方法が大きく異なることも指摘されている４９。市場を狭く画定す
るほど，作業は複雑になる。市場占有率が３０％を超える買い手と超えない
買い手が併存する事態も起こりやすい。この問題への対処として，委員会
は，ガイドラインで，流通業者の市場占有率は，ほとんどの場合は国単位
で分析することを明示すべきという提言もなされている５０。
買い手の市場占有率の計算が適切に行えなければ，本来一括適用免除の
対象とすべき垂直的協定が，適用対象から外れるおそれもある５１。そのよ
うな事例が増えれば，一括適用免除規則の有効性が低下することになる。
また，これらの様々な問題は，法的不確実性を高めるものであることも指
摘されている５２。
このようなことから，多くの事業者等が，買い手の市場占有率は条件と
して導入すべきでないと考えている。
第３節 規則２条４項（a）の削除について
一括適用免除規則（EC）No２７９０／１９９９では，競争関係にある事業者に
よる垂直的協定のうち，買い手の売上高が１億ユーロを超えない場合に適
用免除される規定が，２条４項（a）にあるが，新しい規則案では削除さ
れている。これについて，異論が出されている。
規則２条４項（a）の削除は中小企業にとって有害であるとする主張が，
ビール等飲料卸売業者の団体によりなされている。この規定が削除される
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と，当該団体を構成する卸売業者は，不利益を被るとする。当該団体の構
成事業者は，副業として製造業も営んでおり，醸造所等を有する者や独自
のブランドを持つ者がある。２条４項（a）が削除されると，当該団体に
加盟する卸売業者が，飲料の製造業者と垂直的協定を行う場合，一括適用
免除が受けられなくなるという５３。欧州石油産業協会も，小規模事業者が
適用免除を受けられなくなることを理由に，削除に反対している５４。
規則２条４項（a）の削除については，次のような問題点も指摘されて
いる。ガイドライン案では，流通業者が製造業者にプライベイトブランド
製品の製造を委託している場合は，この流通業者を当該ブランド製品の製
造業者とは見なさないとしている５５。この場合，規則案２条４項（a）（規
則（EC）No２７９０／１９９９では２条４項（b）に当たる）により，一括適用免
除を受けることができる。これに対して，流通業者が自社製品を自身で製
造している場合は，規則案では，一括適用免除の対象とならない。このよ
うに，流通業者が自社で製造する場合とプライベイトブランドを販売する
場合で，異なる扱いをする理由はないという主張である。ここから，２条
４項（a）を新一括適用免除規則に残すことが妥当と結論づけている５６。
第４節 規則４条（b）の文言変更について
ハードコア制限について規定する一括適用免除規則案４条の（b）では，
ハードコア制限に当たる地域制限と顧客割当が規定され，その中で更に地
域制限又は顧客割当であってもハードコア制限に当たらないものが四つ規
定されている。第２章４節で示したように，その中の三つ目の条項の一部
が，規則案では変更された。この変更に反対する意見が複数出されている。
問題となっているのは，規則（EC）No２７９０／１９９９では，公認流通業
者が非公認流通業者に製品を販売することを制限する場合は，ハードコア
制限に当たらないと規定しているが，規則案では，選択的流通制度が運用
されている市場にいる非公認流通業者への販売を制限する場合は，ハード
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コア制限に当たらないとされている点である。反対解釈をすると，選択的
流通制度の対象となっていない地域にいる非公認流通業者に公認流通業者
が販売することを制限する場合は，ハードコア制限に当たるということに
なる。
規則案４条（b）の該当部分を上記のように解すると，選択的流通網を
欧州連合全域に及ぼさなければ，その統一性を守ることができないことに
なるとして，批判する見解が示されている５７。
異なる解釈の可能性も示されている。欧州競争法弁護士懇談会によれば，
委員会の意図は，製造業者が，自身が非公認流通業者と取引している地域
において，公認流通業者が非公認流通業者に再販売することを防ぐことで
あると理解できる。委員会はこの意味を明示すべきである，と同会は主張
する。さもないと，国内裁判所や国内競争当局が，この文言を，過度に広
く解釈し，供給者に対して，選択的流通網の外にある地域にいる非公認流
通業者に販売するよう要求するおそれがあるというのである５８。
第５節 再販売価格維持
先に述べたように，ガイドライン案は，２０００年のガイドラインよりも再
販について肯定的な姿勢を示しているように見える。これに対して，再販
が有害なものであることを強く訴える向きもある。イギリスの消費者団体
コンシューマー・フォーカスは，いかなる形の再販であってもこれを許す
動きに強く反対すると述べている５９。また，再販は垂直的非価格制限より
も一般に競争制限効果が大きいとした上で，垂直的制限により達成される
効率性の多くは，垂直的非価格制限を用いて達成できるのであり，再販の
使用が正当化される余地は小さいと主張する者もある６０。
ガイドライン案では，再販の効率性として，おとり廉売を防ぐことが挙
げられているが，これについて異論が出されている。ガイドライン案が言
うように，おとり廉売により，廉売対象商品が販売されなくなり，競争が
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不活発になるようなことが頻繁に起こることを示す証拠はないというもの
である。加えて，そのようなことが起こったとしても，おとり廉売により
失われる利益が，廉売により消費者が得る利益を上回ることを示す証拠も
ないとする６１。
経済学において，再販の反競争的効果と競争促進効果の両方の存在が認
められていることから，再販の違法性判断には慎重な姿勢をとるものも存
在する６２。オランダ競争当局は，再販が常に又はほとんど常に競争を制限
すること示す経験的証拠はなく，全ての再販をハードコア制限とすること
を正当化するには不十分であると述べている６３。これに対して，同じ政府
機関でも，フランスの競争当局は，ハードコア制限の考えを維持すること
は，国際的合意に沿うものであり多くの競争当局から得られる経験に従う
ものであると述べており６４，再販に対する認識の違いが見られる。
再販に反競争的効果と競争促進効果の両方を認める論者の間では，供給
者の市場占有率が小さい場合は，再販から反競争的効果は生じないとする
考えが共有されていると思われる。オランダ競争当局は次のように述べて
いる。即ち，同国の経験では，小規模事業者による再販は，多くの場合，
マーケティングの手段として用いられているようであり，故に，そのブラ
ンド製品をより広い範囲の者に入手可能にすることがある。この場合，反
競争的効果はなく，消費者に利益をもたらすという６５。また，市場占有率
が30％より小さい場合は，再販にもデミニミス・ルールを適用すべきと主
張するものもある６６。
再販については，せっかくガイドライン案で競争促進効果に関する記述
がなされても，委員会や裁判所が，実際に競争促進効果をどれだけ認める
のか不安があると述べるものもある。特に，国内裁判所の裁判官は，複雑
な経済学理論に基づく正当化を受け入れそうにないという６７。
再販擁護の立場から日本新聞協会も意見書を出している。同協会は，次
のように述べている。「日刊紙は，毎日家庭に迅速に配達されなければな
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らない。このような文化的で公的に重要な製品は，法で認められた再販契
約が必要である。従って，日本新聞協会の会員が EU域内で事業を行う場
合，再販契約が，EU域内においても，日本におけると同様，保障される
べきである。」６８
第６節 新製品，新市場による正当化
ガイドライン案に，新しいブランドの製品を最初に販売したり，既存製
品を新しい市場で最初に販売したりするために，流通業者が一定程度の投
資をすることが必要になる場合，基本的に，最初の２年間は８１条１項に違
反しない旨の記述が入ったことは，３章６節で述べた。
これについて，消費者団体から批判が出ている。コンシューマー・フォ
ーカスは，新製品の保護を２年間認めることに正当な理由を見出すことは
できないと述べている６９。また，オランダの消費者団体は，次のように述
べている。保護は技術革新に不可欠であるという仮定に同意できない。投
資の保護は，製造業者の事業上の問題であり，委員会における政策問題で
はない。更に，委員会は，新しい革新的製品のみ２年間保護するのか，全
ての新製品に拡大しようとしているのか，委員会の方針に関する疑問を述
べ，加えて，製造業者が，新製品としての保護を受けるために，既存の製
品を継続的に変え続けるという行動に出るのではなかとの懸念を表明して
いる。このようなことが行われると，消費者は不利益を被り，競争は損な
われることになる７０。
第７節 地域・顧客制限とインターネット販売
ガイドライン案が，インターネット販売が能動的販売に当たる場合と受
動的販売に当たる場合の区別の基準を示したことについて，様々な見解が
出されている。
インターネットによる販売を，能動的販売と受動的販売に区別すること
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に批判的な見解が幾つも見られる。店舗での販売と異なり，インターネッ
トによる販売は，能動的販売と受動的販売を区別することはできないとい
う主張である。スイス時計産業連盟は，地理的境界線がないというインタ
ーネットの性質を考えると，能動的販売と受動的販売の一般的な区別は人
為的なものであり，この分野における技術的な発展が十分に考慮されてい
ないと述べている７１。また，欧州競争法弁護士懇談会の会員の中には，次
のような見解もある。即ち，「インターネットが普及する以前は，受動的
販売の主たる基準は，消費者の探索費用であった。この定義の下では，受
動的販売は，小売業者にとって余り重要な問題ではなかった。」インター
ネットは，この探索費用を無いに等しいものにしてしまったので，受動的
販売と能動的販売の境界が曖昧になってしまったという７２。
経済学的な見地から，そもそも，インターネットを利用するか否かに係
わらず，能動的販売と受動的販売を異なる扱いにする理由は見つからない
とする見解もある。両方とも同じ効果であり，価格統一をもたらすもので
あるという７３。供給者が支配的地位にない場合，又は市場支配力を持たな
い場合，買い手にインターネットによる販売を制限しても，競争を阻害す
ることはないと主張するものもある７４。
これに対して，能動的販売と受動的販売を区別することを肯定する見解
もある。欧州競争法弁護士懇談会では，内部で意見が分かれており，区別
を肯定する会員も存在する７５。国際商業会議所は，技術的なものが能動的
販売と受動的販売の境界を不明瞭にしていることを認めながら，インター
ネットにおいて両社の区別は有用であると述べているが，ガイドライン案
よりも能動的販売の範囲を広げるべきと主張する７６。
能動的販売か受動的販売かの区別において議論になっているものの一つ
に，使用言語がある。ガイドライン案は，ウェブサイトがいかなる言語で
書かれていようとも，インターネットによる販売は，基本的に受動的販売
に当たるという考え方で書かれている。これに反対して，次の二つの場合
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には，能動的販売に該当しうるとする意見がある。一つは，ウェブサイト
が流通業者が活動している地域で使用されていない言語で書かれている場
合である。もう一つは，ウェブサイトが問題となる商品の流通において広
く使用されてはいない言語で書かれている場合である。これらの事実のみ
から能動的販売であると言えることもあるし，他の要素と合わせて能動的
販売であると判断できることもあるという７７。
第８節 店舗販売要求の容認について
ガイドライン案は，供給者が買い手に対して，インターネットによる販
売を行う前に，店舗での販売を行うよう要求することを認めている。これ
について，賛否両論が出されている。
反対する勢力として，消費者団体がある。コンシューマー・フォーカス
は，インターネットでの販売を許容する条件として，先だって店舗で営業
するよう要求することを認めることに強く反対している。このようなこと
を認めることに正当な理由はないと述べている。このような条件付けを認
めることは，インターネットによる売買の成長を著しく阻害するものであ
り，経済効率性，消費者の選択の確保，及び単一市場における競争に対し
て悪影響を与えるものであるとする７８。オランダの消費者団体も反対を表
明し，次のように述べている。店舗販売を条件とすることは，競争を損な
い，革新を妨げるであろう。インターネットは，消費者が共同市場内を縦
横に移動することを容易にするものであるし，小売業者が少ない費用で起
業することを可能にするものである。店舗での販売を要求することは，こ
の分野の発展を否定するものである７９。
欧州競争法弁護士懇談会の中にも店舗要求に反対する意見がある。店舗
要求に賛成する者の認識は間違っており，インターネット販売は必ずしも
低費用でできるわけではないことを指摘する。競争的で，ユーザーに優し
く，効率的なインターネット販売を行うには，相当程度の投資と先行費用
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が必要となるという。ウェブサイトの運営は，頭脳的な面においても実践
段階においても複雑なものであるという。また，全ての流通業者に店舗を
要求することは，供給者が設定した質的基準を満たすが店舗を持たない流
通形態を排除してしまい，これは，オンライン販売の発展を遅らせること
になると主張する。更に，インターネットにおけるただ乗り問題の存在に
は疑問があるとする８０。
インターネットで販売する前に店舗販売を要求することを認めることに
賛成する見解は，企業などから出されている。一つは，このような条件付
けは，インターネット販売を行う事業者が，店舗販売を行う事業者の投資
にただ乗りするのを防ぐために必要という主張である。
スイス時計産業連盟は次のように述べている。高品質時計は，通常，手
で触って，感じて，経験することが求められる。そのため，販売において
は，店舗で顧客と直接接して購入の相談にのることが重要になる。これは，
公認ディーラーと顧客が長い時間をかけて，又は何度も会うことによって
なされるものである。顧客が店舗で購入するかインターネットで購入する
かを選択すればよいと述べる者は，多くの場合，顧客は，製品の技術的複
雑さや手入れの必要性を認識していない，という事実を分かっていない。
オンライン購入に起因する一部の顧客の不満は，間違いなく，製品のイメ
ージに打撃を与えるものである８１。
欧州百貨店の団体も，業界の事情について述べている。百貨店の成功は，
選択的流通合意を通して流通業者との間に確立された安定的な協働関係に
よるものである。消費者において，製品の価値は，特定市街地にある特定
の店に陳列してあること，及び接客とサービスに関係している。インター
ネット販売を制限しないと，店舗販売においてなされる販促努力へのただ
乗りの危険が生じる。インターネットによる商品の流通は，高級ブランド
の価値を低下させるであろう。高級ブランドは，選択的流通計画により，
その高い地位を築いているのだという８２。
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上記二つの主張を見ると，インターネットで販売する者は，店舗での販
売促進活動の費用を負担せずに，低価格で製品を販売することよりも，商
品説明などのサービスを提供しないことにより製品のイメージが低下する
ことを懸念しているように見える。
インターネット販売の制限を正当化する理由として述べられているもう
一つのものは，模造品の流通防止である。インターネットは，模造品流通
において最も問題になる流通経路であるという８３。
インターネットで販売する前に店舗で販売することを条件とすることが
法で認められても，十分な実効性があるか懸念する向きもある。流通業者
が，見せかけの店舗を設置することにより，店舗販売の要求を迂回して，
インターネットで販売する危険があるというものである８４。
第９節 その他の問題
前述したもの以外にも，規則案やガイドライン案の様々な部分について，
見解が述べられている。例えば，合意の認定については，黙示的な承諾の
立証に関して，合意の範囲を過剰に広くするもだとする批判がある８５。
その他に，根本的な問題として，垂直的制限規制を一括適用免除規則と
ガイドラインの二本立てで行うことへの疑問が提示されている。例えば，
欧州競争法弁護士懇談会は，垂直的制限に一括適用免除規則が必要かどう
か検討すべき時期に来ていると述べている。その理由として次の三つを挙
げている。企業は，自分で垂直的制限の影響を判断するのに慣れてきてい
ること，経済学者の間では，垂直的制限はほとんどの場合競争促進的であ
るという合意ができていること，及び一括適用免除規則とガイドラインが
併存することは，不必要に法運用を複雑にしていることである８６。
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第５章 結びに代えて
冒頭に述べたように，本年６月１日から施行される規則（EU）No３３０／
２０１０と新ガイドラインが公表された。新しい規則とガイドラインは，公募
に応じて出された意見を考慮して，少なからぬ修正がなされている。時間
的制約もあり，検討は他日を期したい。
ただ，重要な変更点を一つ挙げると，業界などから批判が多数あった買
い手の市場占有率の計算に関するものがある。草案どおり，供給者のみな
らず買い手の市場占有率も一括適用免除を受けるための条件とされた。規
則（EU）No３３０／２０１０第３条では，供給者のほうは，対象となる市場につ
いても市場占有率３０％を基準とすることについても変更はないが，買い手
の方は修正されている。買い手の市場占有率については，３０％という数値
に変更はないが，対象となる市場は，買い手が「契約対象商品又役務を購
入する関連市場」であると規定されている。これは，規則（EC）No２７９０
／１９９９第３条２項にあるものである。これは，唯一排他的供給義務につい
ては，一括適用免除の条件を，供給者ではなく買い手の市場占有率を基準
にする旨の規定であり，市場占有率計算の対象となる市場を買い手が「契
約対象商品又役務を購入する関連市場」と規定している。
上記新規則で採用された基準は，草案からの大きな変更であろう。買い
手の市場占有率の計算するときの市場をなぜこのように変えたのか，また，
規制の実効性において草案のものとどのような違いがあるのか，興味深い
問題である。
次に，今回の改正草案から，我が国の独占禁止法についてどのような示
唆が得られるか，若干の考察を試みる。
今回のルール改正における課題の一つが，小売業者の大規模化に対応す
ることであるが，小売業者の大規模化は，日本においても起こっている。
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スーパーマーケット，コンビニエンスストア，百貨店，家電量販店などが，
会社そのものの成長もあるが，経営統合などにより集約化が行われている。
我が国では，小売業者の大規模化に伴い生じる独占禁止法上の問題として，
優越的地位の濫用に焦点があてられてきた。大規模小売業者の濫用行為に
対処するために，大規模小売業特殊指定が作成されている。
小売業者が大規模化することにより生じる垂直的制限の問題については，
我が国ではまだ余り議論されていないと思われる。この点については，EU
も似たような状況にあるものと推測する。ガイドライン案の競争制限効果
の説明部分では，買い手が大きな市場支配力を有することにより生じる問
題を明確に記述していない。また，既述のように，応募意見の中に，委員
会は買い手の経済的な力が強いことから生じる反競争的効果を明らかにし
ていない旨の指摘が複数見られる８７。
大規模小売業者が垂直的制限を主導することは，現実にあり得ることで
ある。例えば，大規模小売業者が低価格販売で市場に参入してきた小売業
者の安売りを止めさせるため，製造業者に再販を行うよう要求することが
考えられる。また，複数の大規模小売業者が，競争による消耗を防ぐため，
製造業者に地域制限を行うよう要求することも可能性として考えられる。
小売業者の市場支配力が大きい場合の垂直的制限を日本の独占禁止法で
は，どのように規制できるであろうか。EUでは，垂直的制限を８１条１項
により供給者と買い手の共同行為として規制するので買い手に対する措置
をとることは容易であるが，日本の場合は事情が異なる。我が国の独占禁
止法では，排他条件付取引を別にすると，再販，地域制限，顧客割当，選
択的流通などは，基本的にブランド内競争を制限するものであり，競争の
実質的制限が認められる場合は稀である。垂直的制限は，主に不公正な取
引方法として規制されることになる。２条９項４号や一般指定１２項の適用
を考えると，排除措置命令は，供給者か買い手のどちらか一方になされる
ことになる。
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日本では，これまで垂直的制限には，供給者に排除措置が命じられてき
た。しかし，取引上供給者より強い立場にある買い手の方が供給者に要求
して垂直的制限を行わせている場合，垂直的制限を実効的に排除するため
には，買い手による拘束条件付取引として，排除措置を命じるべき場合も
あるであろう。買い手に対する排除措置命令が必要になるのはどのような
場合か，排除措置はどのようなものが効果的かなど，今後検討する必要が
あろう。
買い手主導の場合，買い手が垂直的制限の要求を止めても，供給者は買
い手が考えていることを既に知っているのであるから，意向をくんで供給
者が垂直的制限を継続することも考えられる。このような場合には，改め
て供給者の方にも再販又は拘束条件付取引を行ったとして，排除措置を命
じることになるであろう。
今回の垂直的制限規制の見直しで考慮されたもう一つの点が，インター
ネット販売の拡大と多様化であるが，インターネットによる販売は，日本
でもこの１０年間に大きな発展を遂げている。それに伴い，独占禁止法上の
問題も生じてくると思われる。EUでは，域内市場の統一を行う必要があ
り，地域制限や顧客割当は厳しく規制される。EUは加盟国により経済の
状況や市場の条件が異なるので，市場分割を望む企業が少なくない。この
ような企業にとって，国境を越えた取引が容易なインターネット販売は，
都合の悪いものであり，これを制限したいという誘惑に駆られる。日本で
は，域内市場の統一という問題は存在しないが，技術的に，一定地域から
の接続を特定のウェブサイトへ誘導できる場合，例えば都道府県毎に販売
地域を分割することも可能であろう。このようなことが行われる可能性は
否定できない。
異なる形でインターネット販売の制限が行われることも考えられる。今
年の４月に，パソコンや携帯音楽プレイヤー iPodなどを製造販売するア
ップルが，家電量販店に対して，アップル製品をインターネットで販売す
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ることを中止するように迫り，ネット通販業者にアップル製品を提供する
ことを禁じた，という報道がなされた。ネット通販サイトで製品が安売り
されるのを防ぐことが目的と見られている８８。価格維持を目的とするイン
ターネット販売の制限は，拘束条件付取引として違法となりうる。
我が国では，インターネット販売に関連する競争制限行為は，まだあま
り顕在化していないと思われるが，今後注視していく必要があろう。公取
委の流通取引慣行ガイドラインにインターネット販売の制限に関する項目
を設けることが検討されても良いであろう。
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ter Draft Guidelines］.
４ 一括適用免除規則案とガイドライン案に関する解説として，杉浦保友＝皆川克正
「欧州での販売店契約に関する新しい一括適用免除規則（Block Exemption）案の発
表と日本企業への影響」国際商事法務３７巻１２号１５８３頁（２００９），マシュー・レジス「ア
メリカ／EUビジネスロー・レビュー第１９回：流通業界における進展」国際商事法務
３７巻１１号１５８４頁（２００９），及び松下満雄「欧米における垂直的制限規制の動向―再販
規制を中心に―」公取７１２号８頁（２０１０）１１―１３頁がある。
５ Press Release of European Commission, 28. 7. 2009, IP/09/1197.
６ Commission Regulation（EU）No 330/2010 of 20 April 2010 on the application of
Article 101（3）of the Treaty on the Functioning of the European Union to categories
of vertical agreements and concerted practices, OJ L102, 23. 4. 2010, p. 1.
７ Commission Notice, Guidelines on Vertical Restraints, OJ C130, 19. 5. 2010, p. 1.
８ Draft Guidelines, para.８３.
９ 規則（EC）No ２７９０／１９９９の３条２項では，排他的供給義務を含む垂直的合意の場
合は，買い手の市場占有率が３０％を超えない場合に，一括適用免除の対象となるこ
とが規定されていたが，規則案では削除されている。これは，原則となる基準の方
に買い手の市場占有率が入ったので，当該条項は自動的に削除されることになる。
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これに対応して，第１条にある「排他的供給義務」の定義も，規則案では削除され
ている。
１０ Draft Guidelines, para. 23.
１１ Guidelines, para. 6.
１２ Draft Guidelines, para. 6.
１３ Guidelines, para. 7.
１４ Draft Guidelines, para. 7.
１５ Guidelines, para. 102.
１６ Draft Guidelines, para. 16.
１７ Commission notice of 18 December 1978 concerning its assessment of certain sub-
contracting agreements in relation to Article 85（1）of the EEC Treaty, OJ C001, 3. 1.
1979, p. 2.
１８ Draft Guidelines, para. 22.
１９ Draft Guidelines, para. 25.
２０ しかし同時にガイドライン案は，段落４７において，事業者が，ハードコア制限が
合意に含まれることにより，効率性を生み出すこと，及び８１条３項の要件を全て満
たすことを明らかにした場合，委員会は，８１条３項の要件が満たされているか否か
を最終的に判断する前に，競争への負の効果を十分に検討しなければならないとし
ている。
２１ Draft Guidelines, para. 103.
２２ Id. , para. 52.
２３ Id. , para. 52.
２４ Id. , para. 53.
２５ Guidelines, para. 51.
２６ Draft Guidelines, para. 54.
２７ 但し，システムの構成員に非公認地域の店舗で営業することを禁止しても，ハー
ドコア制限とはならない。
２８ Draft Guidelines, para. 57.
２９ Id. , para. 54.
３０ Id. , para. 219.
３１ Id. , para. 221.
３２ Id. , para. 199-204.
３３ Id. , para. 205.
３４ ジェリー・シン＝ロバート・ブラッドバーグ『次世代のカテゴリー・マネジメン
ト：情報技術による消費者へのフォーカス』（流通経済研究所，２００２）３１頁。
３５ シン＝ブラッドバーグ・前掲注（３４）４２頁。その他に，カテゴリー・マネジメン
トの解説として，西村哲『世界的流通革命が企業を変える：QR，ECR，カテゴリー
EUにおける垂直的制限規制の見直しについて 63
・マネジメントの衝撃』（ダイヤモンド社，１９９６）１００―１４０頁がある。
３６ Draft Guidelines, para. 206.
３７ Id. , para. 207.
３８ Id. , para. 208.
３９ Id. , para. 209.
４０ 業界団体等から提出された意見書は欧州委員会のウェブサイトにある。European
Commission, review of the competition rules applicable to vertical agreements, http://
ec.europa.eu/competition/consultations/2009_vertical_agreements/index.html.
４１ Netherlands Competition Authority,Contribution to The Public Consultation on The
Review of The Competition Rules Applicable to Vertcial Restraints, at 2（Sept. 28
2009）［hereinafter Netherlands Authority］. See, Panasonic Europe Ltd., Public Consul-
tation on The Review of The Competition Rules Applicable to Vertical Agreements :
Response to DG Competition, at 2（Sept. 28 2009）［hereinafter Panasonic］.
４２ European Retail Round Table, Comments on Vertical Agreements/Vertical Re-
straints : 30% Market Share Buyer Threshold, at 4（Sept. 28 2009）［hereinafter Retail
Round Table］.
４３ International Chamber of Commerce, Review of EC Competition Rules Applicable to
Vertical Agreements, at 3（Sept. 28 2009）［hereinafter ICC］.
４４ Panasonic , at 2. Retail Round Table , at 3及び European Federation of Pharmaceuti-
cal Industries and Association, Response to The Consultation on The Review of The
Vertical Restraints Block Exemption and Guidelines, at 2（Sept. 25 2009）［hereinafter
Pharmaceutical Industries］も同趣旨。
４５ European Petroleum Industry Association, Contribution on Draft Amendments to
The Vertical Restraints Block Exemption Regulation & Guidelines, at 2（Sept. 25
2009）［hereinafter EUROPIA］.
４６ European Franchise Federation, Contribution to The EU-DG COMP’s Public Con-
sultation on The Regulation for Vertical Restraints Launched on July 28th 2009, at 19.
４７ Panasonic , at 2. See, EUROPIA, at 2 and Pharmaceutical Industries , at 2.
４８ ICC , at 3．
４９ Retail Round Table, at 2.
５０ European Competition Lawyers Forum, Comments on the Draft Block Exemption
Regulation and Guidelines on Vertical Restraints, at 10（Sept. 28 2009）［hereinafter
ECLF］.
５１ ICC , at 3. Panasonic , at 2.
５２ Retail Round Table , at 1. Panasonic , at 2.
５３ European Federation of Associations of Beer and Beverages Wholesalers, Com-
ments, at 2（Sept. 25 2009）［hereinafter CEGROBB］.
64
５４ EUROPIA, at 2.
５５ Draft Guidelines, para. 28.
５６ The European Cosmetics Association, Comments by Colipa on The Proposed Re-
view of Competition Rules for The distribution Sector, at 7-8（Sept. 22 2009）[hereinaf-
ter COLIPA］.
５７ ECLF , at 16. See, COLIPA, at 3−4 and ICC , at 3-4．
５８ ECLF , at 16.
５９ Consumer Focus, Consumer Focus Response to Vertical Restraints Block Exemp-
tion Regulation, at 5（Sept. 2009）［hereinafter Consumer Focus］.
６０ American Antitrust Institute, Comments of The American Antitrust Institute on the
European Commission’s Proposed Block Exemption Regulation and Guidelines on
Verctical Restraints, at 10（Sept. 27 2009）［hereinafter AAI］.
６１ AAI , at 9．同文書では，更に，正味で消費者の利益が高まることを示す証拠がない
限り，委員会が，おとり廉売の防止を正当化理由として採用しないことを推奨する
と述べている。
６２ Netherlands Authority, at 2. European Advisary Group on Competition Policy, Hard-
core Restritction under The Block Exemption Regulation on Vertical Agreements : An
economic view, at 2-3（2009）［hereinafter Advisary Group］.
６３ Netherlands Authority, at 2.
６４ Autorite de la Concurrence France, Opinion of 28 September 2009 on The Review
of EC Regulation N. 2790/99 and of The Guidelines on Vertical Restraints, at 6（2009）.
６５ Netherlands Authority, at 2.
６６ Advisary Group , at４．ICC , at 4.
６７ ICC , at 4.
６８ Nihon Shinbun Kyokai, NSK’s Opinion on The European Commission’s Proposal for
A Revised Block Exemption Regulation and Guidelines on Supply and Distribution
Agreements （Vertical Restraints）, at 2（Sept. 25 2009）.
６９ Consumer Focus , at 5.
７０ Consumentenbond, Guidelines on Vertical Restraints, at 3（Sept. 28 2009）［hereinaf-
ter Consumentenbond］.
７１ Federation of the Swiss Watch Industry FH, Review of The Competition Rules Ap-
plicable to Vertical Agreements, at 3（2009）［hereinafter Swiss Watch］.
７２ ECLF , at 13.
７３ CEGROBB , at 3.
７４ ECLF , at 12. Swiss Watch, at 3.
７５ ECLF , at 2-13.
７６ ICC , at 5-6.
EUにおける垂直的制限規制の見直しについて 65
７７ ICC , at 5. See, Panasonic , at 3.
７８ Consumer Focus , at 5.
７９ Consumentenbond , at 2-3.
８０ ECLF , at 18-19.
８１ Swiss Watch, at 3.
８２ The European Department Stores, Re : Revision of Regulation no 2790/99 on verti-
cal agreements-Position of the European Department Stores, at 1（Sept. 18 2009）．そ
の他に，ただ乗り防止効果による正当化を支持するものとして，COLIPA, at 5，Pana-
sonic , at 4及び ECLF , at 17がある。
８３ Swiss Watch, at 4. See, Panasonic , at 4.
８４ ECLF , at 17.
８５ ECLF , at８. Pharmaceutical Industries , at 3.
８６ ECLF , at 3. 他に，一括適用免除の存在に疑問を呈するものとして，ICC , at 8があ
る。
８７ See, e.g. , Retail Round Table, at 4 and Panasonic , at 2.
８８ 日経新聞２０１０年４月２８日。
66
